
  

金融機能強化法に基づく新たな「経営強化計画」の概要 ① 

（平成 24 年８月 10 日（金）公表） 
（単位：億円、％） 

銀行名 

（資本参加額／時期）

経営改善の目標 

信用供与の円滑化の目標 

計画始期 

（24/3 期） 

計画終期 

（27/3 期） 
始期比 具体的な取組み 

みちのく銀行 

（200億円／21年9月） 

コア業務純益 ６４ ６５ ＋１ ○全員営業体制の構築 

－エリア営業体制（全27エリア）を導入し、店舗形態を再編（旗艦店・エリア

統括店・ビジネス店・リテール店） 

－他行との共同利用型システムの導入や、小口事業性融資の審査・管理

業務の法人ビジネスセンターへの集約等、融資業務の効率化を図り、事

務中心から営業中心の融資業務に転換 

○収益力の強化 

－「お客さまをよく知る活動」を発展させた「成長支援活動」の展開・拡大 

○人材育成の強化 

－全員営業態勢の確立のため、法人・個人営業担当者の育成を推進 

業務粗利益経費率 ７１．２８ ６２．５７ ▲８．７１ 

中小企業向け貸出残高 ４,２０１ ４,２２９ ＋２８ 

同   貸出比率 ２０．７２ ２０．８２ ＋０．１０ 

経営改善支援先割合 ８．１７ ８．４７ ＋０．３０ 

北都銀行 

（100億円／22年3月） 

コア業務純益 ３６ ３６ ＋０ ○収益力の強化等 

－営業関連部の再編（営業推進と企画・統括部門の区分けの明確化等）

によるサポート態勢の充実及び商品サービスの企画推進力の強化 

－成長分野（農業、新エネルギー、医療・福祉等）への取組み強化 

－預り資産推進、バンカシュアランスの強化等による顧客基盤の強化 

○経営改善・事業再生支援等へのコンサルティング機能の発揮 

－「金融円滑化推進室」を設置（24/4）し、適切なソリューションを提案・実

施 

－中小企業再生支援協議会、RCC 等、外部機関の積極的な活用 

○経営の効率化 

－新人事制度や営業店事務の集中化等による人件費・物件費の適正化 

業務粗利益経費率 ６７．１３ ６７．０４ ▲０．０９ 

中小企業向け貸出残高 ２,８５８ ２,８７０ ＋１２ 

同   貸出比率 ２３．５０ ２３．５２ ＋０．０２ 

経営改善支援先割合 ５．０２ ５．２２ ＋０．２０ 

きらやか銀行 

（200億円／21年9月） 

コア業務純益 ５４ ６２ ＋７ ○前計画からの地域密着型金融ビジネスモデルの更なる徹底と進化 

－「本業支援グループ」を新設（24/2）し、営業店支援を強化。顧客の「本

業支援」、「最適提案」を徹底・深化 

○仙台銀行等の統合による震災復興支援と地域経済活性化の強化 

－じもと HD 設立（24/10 予定）を踏まえた仙台銀行との協調融資の推進等 

○収益力の強化と経営基盤の強化 

－仙台銀行との勘定系システム統一、事務機能の共通化等による経営資

源配分の効率化 

－専門子会社（きらやかターンアラウンド・パートナー㈱）の設立（24/5）に

よる集中的かつ多様な企業再生支援に取り組む 

業務粗利益経費率 ６２．３９ ６１．７６ ▲０．６３ 

中小企業向け貸出残高 ４,６９５ ４,７９５ ＋１００ 

同   貸出比率 ３６．９８ ３７．４３ ＋０．４５ 

経営改善支援先割合 ６．５７ １０．００ ＋３．４３ 
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金融機能強化法に基づく新たな「経営強化計画」の概要 ②  
（単位：億円、％） 

銀行名 

（資本参加額／時期） 

経営改善の目標 

信用供与の円滑化の目標 

計画始期 

（24/3 期） 

計画終期 

（27/3 期） 
始期比 具体的な取組み 

東和銀行 

（350 億円／21年 12月） 

コア業務純益 １０６ １０７ ＋１ 
○法人渉外業務の強化、支店サポート体制の強化等 

－本部に３部門（ビジネスマッチング･地域情報の提供、事業承継・事業再

編、医療・介護・福祉分野）のソリューション部署を設置し、営業店支援体

制を強化 

－中小企業再生支援協議会、企業再生支援機構等、外部機関・専門家の

知見・機能の積極的な活用 

○貸出戦略等 

－資金需要の見込まれる地域（10 店舗）に法人渉外担当を各 1 名増員 

－無担保の事業性ローンの推進、ＡＢＬの積極的な活用等 

○効率化戦略 

－成果・能力に応じた人事考課制度の見直し、管理会計の強化等 

業務粗利益経費率 ６３．１７ ６０．０３ ▲３．１４ 

中小企業向け貸出残高 ５,７６８ ６,０５５ ＋２８７ 

同   貸出比率 ３１．５３ ３２．０３ ＋０．５０ 

経営改善支援先割合 ６．７１ ６．７４ ＋０．０３ 

第三銀行 

（300 億円／21年 9月） 

コア業務純益 ６７ ７６ ＋８ 
○コンサルティング機能の一層の発揮と営業力の強化 

－本部（企業支援部、法人ソリューションチーム）による、営業店と一体での

経営改善等支援及び一元的な進捗管理 

－コベナンツ活用型融資や ABL 等、多様な資金供給手段の提供 

－融資重点推進地域への事業先専担者の増員、事業性融資に特化した店

舗の拡充 

○経営の効率化 

－営業店事務の本部集中化、基幹系システムの共同化への移行 

○人材力の強化 

－行内研修の充実等による事業先・個人顧客への提案力のある人材育成 

業務粗利益経費率 ６１．１５ ６０．０１ ▲１．１４ 

中小企業向け貸出残高 ５,７５０ ５,８４０ ＋９０ 

同   貸出比率 ３１．２６ ３１．２７ ＋０．０１ 

経営改善支援先割合 １．５５ １．６１ ＋０．０６ 

高知銀行 

（150 億円/21 年 12 月） 

コア業務純益 ３４ ３６ ＋１ ○収益力の強化 

－取引先のビジネス拡大に有用な情報を提供する情報ネットワークを構築 

－市町村・店舗エリア単位での精緻なマーケット分析、今後の成長分野（医

療・福祉、農業・食品加工、防災・環境等）への融資推進等 

－「連合店形式」（母店・子店）の更なる推進、軒先顧客管理システムによる

的確な顧客ニーズの把握、既存取引先のシェアアップ活動等の強化 

－派遣職員の直接雇用や窓口担当者の営業部門へ再配置 

○資産の健全化 

－本支店一体となった積極的な経営改善・事業再生支援 

－中小企業再生支援協議会等の外部機関の積極的活用、外部専門家との

連携による事業再生支援の一層の強化 

業務粗利益経費率 ６６．７９ ６６．７０ ▲０．０９ 

中小企業向け貸出残高 ３,４２１ ３,４５０ ＋２９ 

同   貸出比率 ３５．９８ ３６．２６ ＋０．２８ 

経営改善支援先割合 ２．０２ ２．０８ ＋０．０６ 

 



金融機能強化法に基づく新たな「経営強化計画」の概要 ③ 
（単位：億円、％） 

銀行名 

（資本参加額／時期） 

経営改善の目標 

信用供与の円滑化の目標 

計画始期 

（24/3 期） 
計画終期 

（27/3 期） 
始期比 具体的な取組み 

宮崎太陽銀行 

（130 億円/22 年 3月） 

コア業務純益 ２３ ２６ ＋２ 
○収益力の強化等 

－資金ニーズへの早期対応を目的として、支店長決裁範囲内の小口融資案件

に積極的に取り組むことで、営業店の提案意識を活性化 

－農業、医療・介護・福祉等の分野について、外部機関の知見等を活用した高

度な提案活動の実施 

－中小企業再生支援協議会等の積極的な活用 

○ローコスト態勢の強化 

－店舗運営ワーキンググループの設置等による店舗・ＡＴＭ戦略の見直し 

○人財力の強化 

－研修や勉強会の見直しによる人材育成力の強化。 

業務粗利益経費率 ６３．４３ ６３．３７ ▲０．０６ 

中小企業向け貸出残高 ２,１６４ ２,２１９ ＋５５ 

同   貸出比率 ３６．７４ ３６．７９ ＋０．０５ 

経営改善支援先割合 １４．４５ １４．９９ ＋０．５４ 

紀陽銀行 

（315 億円/18 年 11 月） 

コア業務純益ＲＯＡ ０．５０ ０．５１ ＋０．０１ 
○大阪府南部を中心とした営業基盤の強化 

－和歌山県内では「地域内シェア維持」、大阪府内では「メイン化によるシェア

アップ」に取り組み 

－大阪府内における中小企業取引の増強（リレバン活動による情報蓄積） 

－大学等と連携し、和歌山県内取引先等の新たな事業分野への進出支援 

○顧客満足度向上に向けた営業体制の変革 

－「リレバン全行運動」の推進（取引先への「情報提供・提案」を年間 2,000 件以

上実施等） 

－営業店を事務処理の場から相談・セールスの拠点へと変革 

○経営管理態勢の強化 

－取引先の経営改善計画策定支援等によるモニタリング機能の充実 

○ＣＳＲ活動推進等による存在感の向上 

業務粗利益経費率 ５４．５５ ５４．２５ ▲０．３０ 

中小企業向け貸出残高 １１,３３０ １１,６３０ ＋３００ 

同   貸出比率 ２９．４５ ２９．００ ▲０．４５ 

経営改善支援先割合 ２．８７ ３．０３ ＋０．１６ 

豊和銀行 

（90億円/18 年 12月） 

コア業務純益ＲＯＡ ０．７５ ０．７０ ▲０．０５ 
○地域密着型金融の推進・強化 

－大分県の資源・成長産業への取組み強化 

－外部機関を活用した最適なソリューションの提案 

○営業体制の高度化 

－法人専担渉外、資産運用渉外等の法人・個人担当専門職を新設 

－営業店業務の本部集中化を通じた顧客との接点・リレーションの強化 

○収益力の強化 

－西日本シティ銀行との業務提携強化による業務ノウハウの活用 

－SBK 加盟行との連携強化による新商品・サービスの共同運営 

○資産の健全化－不良資産の改善と信用コストの抑制 

－中小企業再生支援協議会等の積極的な活用 

業務粗利益経費率 ４９．０８ ５０．４１ ＋１．３３ 

中小企業向け貸出残高 ２,１４２ ２,４０１ ＋２５８ 

同   貸出比率 ４１．５６ ４２．１０ ＋０．５４ 

経営改善支援先割合 ３．２８ ３．３５ ＋０．０７ 

コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益 
コア業務純益ＲＯＡ＝コア業務純益÷総資産 
業務粗利益経費率＝（経費－機械化関連費用）÷業務粗利益 

中小企業向け貸出比率＝中小企業向け貸出残高÷総資産 
経営改善支援先割合＝経営改善支援先数÷取引先総数 
 



  

 

 

金融機能強化法に基づく新たな「経営強化計画」の概要 ④  
 

（平成 24 年８月 10 日（金）公表） 
 

（単位：億円、％） 

金融機関名 

（資本参加額） 

経営改善の目標 

信用供与の円滑化の目標 

計画始期 

（24/3 期） 
計画終期 

（27/3 期） 
始期比 具体的な取組み 

山梨県民  

信用組合 

（450 億円） 

コア業務純益 ２３ ３４ ＋１０ ○取引先の事業再生支援の強化 

－新たに経営改善・コンサルティング業務に特化した役員をトップとする部

署を新設し、判断を先送りすることなく、中小企業再生支援協議会などの

外部専門機関を活用した抜本的な経営改善・事業再生支援を実施 

 

○営業力の強化 

－営業店ブロックを細分化（４ヶ所→８ヶ所）し、ブロック内店舗間の連携を強

化するとともに、営業店の「指導役」を新設配置し、営業店に対するきめ細

かな指導・管理を行うことにより、営業活動のＰＤＣＡを徹底 

 

○組織力の強化 

－新体制における組合の業務運営の状況を踏まえつつ、全信組連に対し、

追加の人材派遣を要請することを検討 

業務粗利益経費率 ５７．５９ ４８．７５ ▲８．８４ 

中小企業向け貸出残高 １,７２９ １,８１１ ＋８１ 

同   貸出比率 ４１．２３ ４１．４３ ＋０．２０ 

経営改善支援先割合 ４．６１ ５．０８ ＋０．４７ 

 

 


